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研究成果の概要（和文）：

イノベーションケイパビリティの視点から実証的国際比較研究を試みた結果、我が国特
有のイノベーション成功のための組織能力醸成の枠組みを提示できる可能性を示した。ま
た、より具体的なイノベーション成功方策を指示するオペレーションズマネジメント方法
論構築のため、イノベーションプロセスを明確にする研究を行い、イノベーション成功の
プロセスとそれを遂行するために必要となる組織能力醸成の方法論の有り様を提示できた。

研究成果の概要（英文）：
As the result of international survey research focused on Innovation Capability,

the possibility to describe the framework of developing organizational capability
toward innovation success was presented. Furthermore, developing the methodology of
operations management to embody the success methodology of innovation, the
innovation process was studied so that the innovation process resulted in innovation
success and the methodology to develop organizational capability to implement the
process were clarified.
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１．研究開始当初の背景
イノベーションの定義は過去に遡れば

様々であるが、本研究で言うイノベーショ
ンとは、プロダクトイノベーション、プロ
セスイノベーションおよびシステムイノベ

ーションであり、経済的成果を生む改善お
よび革新であると捉える。イノベーション
をパラダイム変換をも伴うような斬新的事
項であるとの認識が我が国では強いが、国
際的には上記の捉え方が一般的であり、国
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際比較研究の視点からもその捉え方を採用
した。そのようなイノベーションを継続し
て誘発していくことを経営戦略さらには経
営方策とするには、情報技術（以下、IT）
の利用を含めたオペレーションマネジメン
ト（以下、OM）の方法論にまで踏み込む
必要がある。

イノベーションおよびイノベーションマ
ネジメント（以下、IM）の研究は、過去に
おいて種々の視点で行われてきたが、具体
的な方法論の提示研究にまで至っておらず、
Wolf 等の言説「これまでにイノベーション
に関する様々な研究が行われてきたが、そ
の研究において見られる最も一貫した問題
点は、その研究結果に一貫性がないことで
ある」がそれを象徴している。そのような
中、ダイナミックケイパビリティ議論の中
で登場してきた、研究協力者でもある D.
Samson 等によって提案された①Vision
and strategy, ② Harnessing the
competence base, ③ Organizational
intelligence, ④ Creativity and idea
management, ⑤ Organizational
structure & systems, ⑥ Culture and
climate, ⑦Management of technology の
７つを要素とするイノベーションケイパビ
リティ（以下、IC）の概念は、イノベーシ
ョンの具体的誘発条件を提示すると言う点
からOMの方法論提示への指針を提供する
ものとして注目してきた。特に、先行した
科学研究費による研究プロジェクト等で並
行して行ったプリ調査で、⑥Culture and
climate の形成がイノベーションの成功に
おいて重要な要因であり、そのためには情
報共有が必須事項であることがわかった。

本研究の目的は、この IC の概念に依拠
した上で、我が国でイノベーションを遂行
する上での IM の指針を明らかにすること、
さらに踏み込んでそのための IT の利用を
含めたOMの方法論を提示しようとするも
のであった。

我が国の指針を考える上で、行わなくて
はならないことは、国際比較研究である。
イノベーションは極めてその文化的、社会
的背景が強いと考えており、それを踏まえ
た上でも国際比較研究し、我が国企業の IC
の優位、劣位を把握した上でマネジメント
の方法論を考えなくてはならない。IC の初
期的考えは、研究協力者からもたらされた
ものであるが、それは欧米の視点が強く、
グローバル性についての議論が必要である
ことも本研究には含まれた。

研究代表者は、過去に ITとOMの関係、
製販統合に関わる研究、近年では科学研究
費によるグローバルサプライチェーン研究
を行う中で、イノベーションは不可欠な基
本的な経営課題であり、その具体的なマネ

ジメントの提言無くしてそれらは実現しな
いとの結論に至った。また、本研究プロジ
ェクトに参画する共同研究者は、人事情報
システムを含めた人的資源マネジメント、
製品および生産システム開発における国際
的企業間関係、ナレッジマネジメントの視
点からの多文化共生社会におけるマネジメ
ント、XBRL による会計情報の開示などを
専門とするが、いずれの研究者も次なる研
究目的は IM があることを認識してきた。

以上が本研究を開始した時点での背景で
ある。

２．研究の目的
本研究の目的は、IC の概念に依拠した上

で、我が国でイノベーションを遂行するた
めの IM の指針を明らかにすること、さら
に踏み込んでそのための IT の利用を含め
たOMの方法論を提示しようとするもので
あった。そのための研究期間 3 年を設定し、
その間に次項を明らかにすることを目的と
した。
(1) イノベーションの定義、経営上の意味、
IT や OM との関係を再検討すること。
(2) IM の具体的方法論を模索するには、実
証的研究が重要であるが、そのためにイノ
ベーションの成否を判断できる基準が必要
であり、それを明確にすること。
(3) イノベーションに成功している企業の
IC の特色とイノベーション誘発に至る IC
要素間の因果関係、IC の視点を考慮したイ
ノベーションプロセス（以下、IP）、IT と
イノベーションとの関係を明確にすること。
(4) IC を再考し、その概念を確定すること。
(5) 組織文化、システム等の視点からイノ
ベーションを再考すること。
(6) 我が国企業の IC の特色を明らかにし、
その視点から我が国企業においてイノベー
ションを誘導する情報共有を含めた IM の
指針を提案すること。
(7) 指針(6)の下で、具体的な IT 利用を含
めたOMのレベルでのイノベーションを誘
発する方法論の提示を試みること。
(8) サプライチェーンマネジメント，JIT，
TQM，環境問題対応などの今まで提示され
てきた経営革新フレームワークのイノベー
ションに与える影響について検討すること。
(7) 研究成果を用いて、個別企業のイノベ
ーション遂行に必要な経営要因を明らかに
する企業診断システムを開発し、その有用
性を実証すること。

３．研究の方法
研究の方法として各年度おいて次のよう

な方法論を採用した。
(1) 平成 19 年度の研究方法
① IC および本研究の意図する方向にそっ



て学術文献を中心に収集・整理した。
② 平成 18年度までの科研費および本学重
点研究費で行った小規模なプリ調査の中間
分析結果から得た仮説に加え、本年度でさ
らなる分析を行い追加仮説を、研究代表者、
共同研究者が協力して全て導出した。
③ プリ調査結果を基に複数の特色ある日
本企業を選定し、IC の視点から、研究代表
者および共同研究者が分担してインタビュ
ー調査を行った。
④ プリ調査分析結果を専門を同じくする
海外研究協力者に示してその評価を仰ぐと
ともに、得られた意見、特色ある国内およ
び海外企業の調査結果を反映させて、国内
および海外に対して行う本格的アンケート
調査票を研究代表者、共同研究者、大学院
博士課程学生が一丸となって作成した。ま
た調査票を翻訳し、海外の研究協力者に委
託し、指定国（19 年度は、台湾およびフラ
ンス）での調査を依頼した。
⑥ より広く国際調査を実施するために、米
国に本拠を置き研究代表者も席を置く国際
的な製造業研究グループである GMRG
（Global Manufacturing Research
Group）メンバーと関係する調査項目につ
いて検討を行った。
(2) 平成 20 年度の研究方法
① 平成 19年度に作成した調査票を用いて
20年度に我が国企業1,000社程度を選んで
調査する予定であったが、経済不況から実
施不可能と判断し、その他の調査方法の検
討を行った。
② 海外研究協力者の支援を得て昨年度行
った台湾、フランスの企業のアンケート調
査結果の回収後、国内企業と同様の統計的
分析および仮説検証を行った。
③ 海外研究者の支援を得て平成 21 年度行
う、ニュージーランド、オーストラリア、
米国、中国、ドイツなどへのアンケート調
査実施を検討した。
④ 昨年度に引き続き、海外研究協力者の推
挙による海外企業を IC の視点からインタ
ビュー調査するとともに、アンケート調査
したサンプル数が少なかったフランスにつ
いて、ヒヤリングを行うことを検討した。
⑤ 統計分析結果および国内外個別企業の
インタビュー調査結果の定性的分析を勘案
し、IC のフレームワークを再考するととも
に、よりOMに通ずる独自の IPを提言し、
その結果を海外研究協力者にレビューして
検証するとともに、それら結果を総合して
論文にまとめ、内外の学会で報告した。
⑥ 以上のアンケート調査、インタビュー調
査結果を総合し、イノベーションを誘発で
きる企業であるかどうか、イノベーション
を誘発するには IC のどの要素にマネジメ
ントとして注力すれば良いかを等を示すイ

ノベーションのための企業診断システムを
策定するために、イノベーションを誘発す
る IC 標準を策定した。
⑦ ⑥の結果を元に Web サイト上でイノベ
ーションを誘発する企業であるかどうか、
誘発するにはマネジメント要素のどこに注
力すれば良いかを提示する企業診断システ
ムの設計を研究代表者および坂上が行った。
(3) 平成 21 年度の研究方法
① 昨年度、不況のため、不可能であった国
内アンケート調査をなんとか実施するため、
並行して進めた学科内研究で行う Web ア
ンケートに関係質問項目を付加することを
検討し、そのアンケートを実施した。
②昨年度の台湾、フランスのアンケート調
査・分析結果よりグローバルな環境下での
イノベーション促進の要件を検討した。
③ 確立されつつある ICの概念および提言
できた IP を確認するため、複数の内外の
代表的企業を選び、インタビュー調査・分
析を行い、IC および IP の概念を確定した。
④ 平成 20 年度に設計した IM のための企
業診断システムをサーバコンピュータ上に
構築し、運用することを検討したが、予算
的問題で現研究費では困難であることから、
代替できる方法を検討した。
⑤ 平成 20 年度において提言を開始した、
イノベーションを継続的に誘発する IT の
利用を含めたOMの方法論提示のためのフ
レームワークを再検討し、精緻化するとと
もに、そのフレームワーク下で、イノベー
ションを継続的に誘発するOMの方法論の
提案を行い、複数の学会、セミナー等で報
告を行った。
⑥ 本研究の締めくくりとして、IC、IP そ
れに関わる調査結果、分析結果、IM のた
めの企業診断システム、その運用方法と実
績、イノベーションを誘発を誘発する IT
利用の方法およびOMの方法論検討とため
のフレームワーク、具体的な IT 利用方法
およびOMの方法論および方法の事例につ
いて、2010 年度末に書籍等にまとめて出版
する準備を行った。

４．研究成果
(1) IC の視点からの企業のイノベーション
調査の定量的分析結果

企業へのアンケート調査・分析、個別企
業へのヒヤリング調査・分析からイノベー
ティブな企業の IC およびその要素間関係
について大きくは次の仮説を得ることがで
きた。
① 製造業では、「技術経営」影響が大きく、
その充実度が「組織学習」、「組織構造・人
事システム」、「文化・風土」の充実度に影
響する。
② 非製造企業では、「組織学習」の充実度



が他の IC の充実度に影響する度合いが大
きい。また、「経営資源の活用」充実度が「文
化・風土」充実度に影響する度合いが大き
い。そして「創造性マネジメント」充実度
は、「組織構造・人事システム」、「組織学習」
の充実度から影響を受け、それは「文化・
風土」の形成に影響する。
③ 中小企業では、「経営資源の活用」の充
実度の影響が非常に大きく、それは「組織
学習」、「組織構造・人事システム」、「技術
経営」、「経営理念・戦略」などの他の IC
要素形成に影響する。
④ 大企業では、「組織構造・人事システム」
の充実度が、「創造性マネジメント」、「文
化・風土」充実度に影響する度合いが強く、
大企業ではシステム、仕組み、制度等の重
要性が高い。
⑤「文化・風土」の形成が、「経営資源の活
用」、「創造性マネジメント」、「組織構造・
人事システム」の充実度にリンクし、企業
規模が大きくなればなるほどに、「文化・風
土」はシステム、仕組み、制度の醸成によ
ることがわかる。
(2) OM の視点からの経営方策の提言
① 製造業では「技術経営」、「経営理念・戦
略」が重要であることから、特に、技術経
営能力の向上、例えばコア技術を把握して
それを育てる能力を醸成するOMが必要と
なる。
② 非製造業では「組織学習」、「文化・風土」
が重要であり、特に「組織学習」能力を向
上させる OM が「創造性マネジメント」を
醸成させるために必要となる。
③ 中小企業では、「経営資源の活用」の充
実度他の IC 要素に与える影響が大きいこ
とから、例えば、経営トップの人間性や振
る舞いが IC の醸成の影響することから、
OM よりもトップの考え方、規律が重要と
なる。
④ 我が国の中小企業では「経営資源の確保、
活用」が重要であり、中堅企業では「技術
経営」、「組織学習」を充実させることが重
要であり、大企業では「組織構造・人事シ
ステム」が要点となっている。中小、中堅、
大企業で、その IC 要素間関係およびその
重みが異なることから、支援体制を考える
場合、それぞれ独自の体制を整備する必要
がある。
(3) イノベーションプロセス

過去の研究を元に図１のような独自の
IP 概念を提言した。その IP 概念に基づい
て分析した、我が国のイノベーションに成
功していると考えられる企業の IP は、図
１のようなイノベーションプロセスを着実
に遂行していることがわかった。海外企業
でも同様の結果が得られるが、但し、その
基礎となる IC の実現方策が異なっている

ことがわかったが、今回のプロジェクトで
は確定的な結論を得るほどにはデータは得
られなかった。

図１ 提言したイノベーションプロセス

(4) 診断システム
イノベーションに成功している企業の

IC 要素間の因果関係を示す図２をベンチ
マークとして、イノベーションに成功する
組織、システムを構築する指針を提供でき
る可能性があることがわかった。

図２．製造業の IC要素因果関係図
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